
1．はじめに

2007年に，特別支援教育が本格実施されたことに伴
い，発達障害への関心が高まった。研究が進むにつれ，
障害特性なども明らかになり，学校現場ではさまざまな
対応が進められている。しかし，個々の障害特性は一様
ではなく，指導者は対応に困難を抱えているという現状
がある。
そうした現状をふまえ，本研究では，発達障害児への

応用行動分析的アプローチの有効性，特別支援教育への
導入の現状や課題を発達障害児の支援に関する筆者の経
験を含め論じる。

2．発達障害の理解と支援の現状

2−1 発達障害とは
「発達障害」とは，自閉症，アスペルガー症候群その
他の広汎性発達障害，学習障害，注意欠陥多動性障害そ
の他これに類する脳機能の障害であって，その症状が通
常低年齢において発現するものを政令で定めるものをい
う（発達障害者支援法 第 1章総則 第 2条）。
発達障害はいずれも「中枢神経系の何らかの機能不

全」が基本的要因とされている。つまり，本人の性格や
気質，育て方に起因するものではないということであ
る。また，これらの障害は重なり合っていることが多
く，一人ひとりその特徴は異なるといえる。そのような
発達上の問題についての発見に役立つものに乳幼児健診
があるが，療育サービスの不足，保健師らの障害の見落

とし，保育園や療育施設などとの連携の取りづらさによ
って，健診から支援につながりにくいことが指摘されて
いる（中島，2014）。知的に遅れがない場合は障害に気
づかれにくいことも多く，保育所や幼稚園に入園後，他
児との集団行動を要求されるようになってくると社会性
およびコミュニケーションの障害に気づかれるようにな
る。そして，就学後は，社会的ルールも増加し，さらに
学習も加わることで，より発達に遅れのある子にとって
の困難が増えてくる。特に知的に問題がない場合，教師
からはわざとやっている，怠けているなどと誤解され，
叱責されやすい（辻井 2000）。文部科学省の「通常の学
級に在籍する発達障害の可能性のある特別な教育的支援
を必要とする児童生徒に関する調査」（2012）では，知
的発達に遅れはないものの学習面又は行動面で著しい困
難を示すとされた児童生徒の割合は 6.5％となってお
り，2002年の調査よりも増加している。教員は上記の
ような困難を示す児童生徒を捉えており，支援のニーズ
が高いものと思われる。一方で，困っているのは発達障
害児本人であることを念頭におき，支援の枠組みを決め
ていくことが重要である。では，どのような支援が行わ
れているのか，その課題とは何かをみていく。

2−2 支援の現状とその問題点
特別支援教育の本格実施以降，自閉症，アスペルガー

症候群，学習障害（Learning Disability；以下 LD），注意
・欠如多動性障害（Attention Deficit Hyperactivity Disor-

der；以下 ADHD）を含む障害のある児童生徒の自立や
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社会参加を目指し，その一人ひとりの教育的ニーズを把
握してその持てる力を高め，生活や学習上の困難の改善
または克服を念頭に，適切な教育や指導を通じた必要な
支援の実施が求められてきた。
ここではまず，特別支援教育システムと学校における

現状と課題を述べる。2007年の学校教育法改訂に伴い，
学校内にさまざまなシステムを構築することになった。
まず，校内での特別支援教育の中心となり，校外の専門
機関との連絡調整の窓口や保護者との連携の窓口である
特別支援コーディネーターが各学校に配置された。ま
た，校内組織として，気になる児童生徒の実態把握を行
い，その後の指導や支援のあり方を明らかにしていく校
内委員会が設置された。さらに，校外の専門家が学校を
訪問してさまざまな支援を行う巡回相談や，対象となっ
た児童生徒に対して，LD，ADHD，自閉症などの判断
を行い，学校に返す，専門家チームの仕組みができあが
った。また，指導の計画を長期目標，短期目標を設定し
て一人ひとりに作成する個別の指導計画，学校に入学す
る前から卒業後，生涯にわたって教育，福祉，医療，労
働等の各分野から総合的に策定していく個別の支援計画
の作成も求められることとなった。
これらのシステムの導入により，発達障害児に対する

支援は飛躍的に進むこととなったが，それに伴って教職
員の仕事も増加することとなった。個別的な支援を要す
る児童生徒は多数存在するものの，支援のための教員が
足りず，さらに，校内の教員の特別支援教育に対する認
識に格差があることも指摘されている。教職員や支援員
を増員する他，研修の機会を増やし，外部の専門家から
の支援を積極的に取り入れることが求められている。そ
のためにも校内での支援体制の構築や，専門家とのコン
サルテーションの機会の確保が課題であると考えられ
る。これらが整備されなければ発達障害児に対する一貫
した支援にはつながらない。また，特別支援学級の児童
が通常学級の児童生徒と共に学ぶ機会である交流及び共
同学習においても課題がある。遠藤・佐藤（2012）によ
る通常学級担任と特別支援学級担任を対象とした質問紙
調査によると，教員同士の「打ち合わせの不足」や通常
学級担任においては「支援方法がわからず支援員に任せ
っきり」ということが課題として挙げられている。文部
科学省（2012）によると，インクルーシブ教育システム
においては，同じ場で共に学ぶことを追求するととも
に，個別の教育的ニーズのある幼児児童生徒に対して，
自立と社会参加を見据えて，その時点で教育的ニーズに
最も的確に応える指導を提供できる，多様で柔軟な仕組
みを整備することが重要である，とされている。しかし
ながら，そうした子どもたちは他の児童生徒と共に授業
等の同じ活動に参加してはいるものの，必ずしも適切な
支援が受けられている訳ではない。教員同士の連携を深

めるとともに，授業内容や児童の特性を共通理解し，特
別支援学級の児童の参加意義，目標などを明確にするこ
とが求められる。
次に個別対応の現状と課題について述べる。発達障害

児への対応が必要になってきた中で LD, ADHD，高機
能自閉症などといった障害名が認知されるようになって
きた。その反面，それが子どもを支援する際にラベルと
して利用されてしまっている。「この子は ADHD だ」
などとラベリングすることで，その子の特性や問題行動
をその障害のせいにし，障害タイプに当てはめて支援す
る。これは形だけの支援であって本当の支援にはならな
い。それぞれの障害には特性があり，さらに障害の程度
や重なり具合も一人ひとり異なり，一人として同じもの
はない。重要なのは，一人ひとりを見つめ，子どもの行
動の背景には何があるかを探ることである。しかし，武
田・斎藤・新井・神（2011）の特別支援教育支援員への
アンケート調査によると，支援のあり方についてのカテ
ゴリーでは，子どもへの直接の対応として「具体的な支
援方法がわからない」「パニックや突発的行動への対処
がわからない」という意見が多く挙げられている。ここ
から考えても一人ひとりの問題に対して教師は解決に困
難を抱えていることがうかがえる。また，増田（2014）
は特別支援学級の定員が 8名に対して，教員 1名という
人的配置では，特別なニーズに応える教育を行うことは
相当無理があると述べるなど，人的配置についての制度
的な改善や他の教員の協力は不可欠なものと言える。
以上のことから，システム上や教職員の仕事量過多の

問題から特別な教育的ニーズをもつ子どもに対する支援
が行き届いていないことや，その支援が障害のラベルに
基づく場合，その子の支援につながらないことがわか
る。そこで，そのような学校の実情に応じ，かつ一人ひ
とりに合った介入法を取り入れていく方法を検討してい
かなければならない。
学校現場が求めている介入法とは一般論ではなく，目

の前の問題を解決する具体的な方法である。そうした方
法として応用行動分析の考え方がその機能面も含め適し
ていると主張されている（望月，2008）。応用行動分析
を用いた教育支援は，まず，さまざまな問題から中心と
なる問題を絞り込み，作業仮説を立て，その仮説を実行
し，その成果について評価し，問題点を改善するという
手順で行われる。これは学校の授業の進め方に類似して
いる方法と言え，教員にも理解がしやすい。
応用行動分析にもとづく考え方を採用することで，発

達障害児の一人ひとりの問題とされる行動に焦点を当て
ることができ，なぜそのような行動が起こっているのか
が理解できる。そうした行動の理解が進むことで，系統
立てた支援が可能となり，不適切な支援をして問題行動
が悪化し，それによって教員が対応に困難を抱き，ます
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ます対応が遅れるという悪循環を防ぐことができると考
える。
発達障害児と関わる上で，褒める，環境整備をするこ

とが大切であると言われているが，それを理論に基づい
て実行されることが重要である。次章では，応用行動分
析の基本的な考え方，それを用いた支援について述べ
る。

3．応用行動分析にもとづくアプローチとは

3−1 応用行動分析の基本的な考え方
3−1−1 応用行動分析とは
応用行動分析のもとになっているのは行動分析学であ

る。行動分析学は，環境と個人との相互作用のあり方で
ある行動の法則を明らかにしようとしている包括的な枠
組みで B.F. Skinner が体系化した，心理学・行動科学に
関する学問である。Skinner は行動をレスポンデント行
動とオペラント行動に分類した。レスポンデント行動と
は行動に先行する刺激によって誘発される行動である。
オペラント行動とは行動に後続する刺激によって制御さ
れる行動である。これらの行動に関する研究は動物の行
動を対象に実験が進められ，その後オペラント条件づけ
を人間にも適用し，動物の行動を支配している原理が人
間にもあてはまるかどうかについても研究が進められる
ようになった。応用行動分析の「応用」とは，現実の場
面や実際の問題に先に述べたような実験行動分析の原理
や方法を応用し，基礎研究を現実の社会にどう貢献する
かということである。
次に行動分析学では行動をどのように捉え分析するの

かについて述べる。
3−1−2 行動の捉え方
応用行動分析の立場は，行動や障害そのものを個体と

環境との相互作用の側面から分析し，行動上の問題を未
学習や誤学習，あるいは環境側の不備としてとらえ，そ
の改善を試みようとするものである。その際，指導の標
的となるのは能力ではなく個々の行動や技能である。そ
の観察した行動，つまり標的行動を理解するために，標
的行動をその行動の前後にある，先行刺激，結果の 3項
間に存在する関数関係を明らかにすることにより分析す
る。この関係を 3項随伴性という。つまり，ある条件下
で，ある行動をすると，ある環境の変化が起こるという
行動と環境との関係のことである。この分析のことを
ABC 分析と呼ぶ。A は行動の直前に起こる出来事を意
味する，先行刺激（Antecedent）であり，B は行動（Behav-

ior），C は行動に後続する結果（Consequence）を表す。

このように整理することで行動と環境との相互作用が
明らかになる。この ABC の枠組みで行動を捉えられる
ようになると，その行動を操作することに役立つ。行動
の増減は A や C を操作することで変わる。それによっ
て行動が増加したり，維持されたりすれば行動を「強
化」したといい，行動が減少すれば「弱化」という。強
化と弱化はその刺激が出現するか，消失するかで，さら
に分類することができる。
また行動が減るもう一つの原理として消去がある。消

去とは強化していたものを取り去ることである。これを
行うと，一時的に反応の生起頻度が増大するので注意が
必要である。これらの原理を利用し，行動の理解を行
う。一見なぜそうするのかわからない行動もこれらの原
理を用いることで理解がしやすくなる。また，その行動
を減らしたり，増やしたり，変容したいときその行動の
機能を分析する方法がある。これを機能分析という。機
能分析とは，その行動を起こしたことにより，どのよう
な結果が得られているかを読み取ることで，その行動が
もつ機能を同定することである。
以上のような原理，行動の捉え方は，発達障害児の問

題とされる行動を理解，変容するために活用されてい
る。次に発達障害児の問題行動に対しての応用行動分析
にもとづくアプローチについて述べる。

3−2 発達障害児に対する応用行動分析にもとづくアプ
ローチ

3−2−1 問題行動の機能分析
先に示した行動の機能は発達障害児の問題行動にも当

てはまる。ここでは応用行動分析による支援方法につい
て説明していく。まず，行動を観察し記述する際に注意
することがある。「～しない」のような否定的表現を避
け，「～する」のような肯定的表現を用いる。「先生の話
を聞かない」「友だちと仲良くしない」などの表現であ
ると何が問題であるのかが見えにくいからである。ま
た，行動はできるだけ具体的に記述することが重要であ
る。「ちゃんとする」「頑張る」などのあいまいな表現で
は，観察者によって見方が異なり，子どもそれぞれによ
ってもその内容や基準は異なるからである。誰が見ても
同じように理解できるように具体的に行動を記述する必
要がある。こうして標的となる行動を選定していく。
山口（2001）は，教師の役目は，子どもの発達段階に

合った教育環境を準備し，必要に応じてプロンプトを加
えた課題分析を行って子どもの反応を支援し子どもの行

Fig. 1 行動の随伴性

３１応用行動分析にもとづく視点から特別支援教育を考える



動が生み出す結果に応じて，賞賛やその他適切な強化随
伴を付け加えることにあるという。ただ褒めるというこ
とではなく，このような原理を理解した上で対応するこ
とで効果が得られるといえる。次に，このような応用行
動分析にもとづく支援方法の特別支援教育への導入と，
その課題についてみていく。
3−2−2 特別支援教育への応用行動分析の導入
応用行動分析の考え方に基づく介入による発達障害児

の行動変容は多くの先行研究に示されている。ADHD

や自閉症などの発達障害の子どもの場合，少なくとも一
定期間は個別的に特別な指導を行う必要があり，応用行
動分析の原理が最も効果を発揮すると期待されている。
実際，応用行動分析を特別支援教育へ生かす取り組みも
行われている。しかし，応用行動分析的介入を教員が行
う上では課題もある。宮崎・霜田（2014）は関東地域の
地区別支援学級のある小学校と関東・東北・北海道地域
の知的障害特別支援学校の教員を対象に，応用行動分析
にもとづく技法 9つを含む 10種類の専門的支援・指導
法の使用状況や，導入に対して困っていることについて
調査している。この結果，全般的に機能的コミュニケー
ション訓練や分化強化法，トークンエコノミー等の特に
代替行動を形成するためのアプローチの導入率が低いと
いう結果が出ており，学校現場や教師の現状に応じたよ
り専門的な研修体制を弾力的に展開していくことが求め
られると指摘している。また，導入の困難さについての
教員の回答で「教員同士の共通理解に関すること」，「研
修に関すること」が多いという結果から，導入を妨げる
要因として，教員同士の共通理解の困難さや，教師の専
門性や既有知識・技術に応じた研修の不十分さ等が挙げ
られるという。このように，教員が応用行動分析にもと
づく技法を研究者のいない状態でも実践かつ維持してい
くことや，そうした活動を実現化するための教員の研修
が課題として挙げられる。望月（2008）は，特別支援教
育と行動分析学の最も機能的な接点は個別の教育支援計
画にあるとしている。個別の教育支援計画とは乳幼児か
ら学校卒業後までを通じて一貫した教育的支援をするた
めの総合的な教育支援計画である。この個別の教育支援
計画について文部科学省（2003）は，適切な教育的支援
を効果的・効率的に行うための教育上の指導や支援の具
体的な内容，方法等を計画，実施，評価して，より良い
ものに改善していく仕組みであるとして特に重要なもの
と位置づけている。そこでは長期目標－短期目標－実行
という階層下で，行動分析学的な記述方法や技法が推奨
されている。しかし，現状としては個別の教育支援計画
の運用において，PDCA サイクルの PD のみが書かれる
結果となっているという。つまり，行動分析的な記述方
法や技法によって実践がなされていても，それを評価し
改善するための，計画と子どもの行動変化の関係の記述

が残されていないということである。このように行動分
析を実践する上での機能的な問題がある。
次章では，筆者が小学校でのボランティア活動で，発

達の遅れが見られる児童に対して応用行動分析的な考え
方に基づき関わった事例を通して，機能的アセスメント
により発達障害児の問題行動の理解と支援に有効である
ということを示したい。なお，研究発表については校長
から口頭での承諾を得ている。また，クライエントの属
性については，プライバシー保護のため大幅に事実関係
を損なわない程度に改変している。

4．応用行動分析的なかかわりの実際

筆者は 201X 年 4月から 201X＋2年 7月まで週 1回，
公立小学校の特別支援学級でのボランティア活動に参加
し，発達に遅れの見られる児童と関わってきた。そして
児童と関わる中で応用行動分析の視点に立った支援を試
みた。ここでは対象児童である A 児，B 児についての
行動観察と支援の実際について述べる。以下，それぞれ
の児童の障害特性や普段の様子と，問題とされる行動の
ABC 分析，行動の原因を予測し支援した内容を示す。

4−1 A 児に対する行動観察と支援
4−1−1 A 児の概要

A 児は 3年生男児である。学習についていけないと
いうことで 2年生の 4月から特別支援学級に在籍してい
る。朝の会，終わりの会，専科の授業，給食，掃除は通
常学級に戻って過ごしていた。知的発達の遅れが推察さ
れており，算数が特に苦手で 10までの数の足し算・引
き算の学習を支援学級で行っていた。物音や友だちの声
などに反応するため，先生の話に注意を向けるのが難し
く，手先や体の動かし方にもぎこちなさが見られ，発音
にも不明瞭なところが認められていた。親学級では特に
女子児童が A 児を気にかけて接してくれてはいたもの
の，2年生の最初は課題をし始めるとすぐに「僕にはで
きない」と言って取り組みを拒否することがあった。筆
者が関わり始めた頃には支援学級で主に勉強するように
なり，自分のペースでゆっくり先生に褒めてもらいなが
ら取り組んでいるので，以前よりは落ち着いて取り組む
様子が見られていた。
4−1−2 A 児の支援前の状況

A 児は 5時間目の音楽の授業を通常学級で，他の児
童と一緒に受けていた。歌は歌詞を追って遅れながらも
所々歌えていたが，リコーダーを吹くときになると，リ
コーダーを振ったり，口の奥のほうに突っ込んだり，ぼ
ーっとしたりすることがあった。そのうちに授業時間が
終了し，リコーダーを吹かずにすむという結果になって
この行動は強化されていた。したがってこの行動の機能
は課題の回避・逃避にあたると考えられた。また，この
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行動の先行刺激として，音楽の授業が一日の最後の 5時
間目であったということが挙げられる。それは観察の結
果から，A 児が朝は課題遂行に集中を示すが，その持
続時間は一日が進むにつれて短くなる傾向にあるとわか
ったためである。また，A 児には不器用さがあり指で
穴を押さえるといったリコーダーの操作がぎこちないた
め，全員で合わせて吹くことが難しく，活動中も「僕は
下手くそだから無理」と言って活動をやめてしまうこと
もあった。以上のことから Fig 2のような行動の随伴性
が考えられた。

4−1−3 A 児への支援
他の場面での観察から，A 児は特別支援学級での学

習では，課題に取り組んでいると先生から「頑張ってい
るね」などの褒め言葉やうなずき，微笑みがすぐに与え
られ，A 児自身の課題への取り組みが強化されている
ことがわかった。このことから A 児に対して「褒める」
という二次性強化子は有効であると考えられた。一方，
音楽の時間は個別ではなく集団全体に教師の注意が向け
られる授業であったので，特別支援学級でされているよ
うな個別的即時強化が与えられないことが問題であると
考えられた。そこで A 児がリコーダーを両手で持てて
いたら「上手に持てているね」と褒めて，筆者も A 児
の隣でリコーダーを持ち，指使いのモデリングと言語プ
ロンプトを示すこととした。個人で練習する時間には一
音ずつ区切ってゆっくり練習すると，筆者の指をみて真
似することが出来ており，音も少しずつ出ていたのでそ
の都度褒めるようにした。しかし，A 児がやったこと
がうまくいかないことも多く，結果として，行動は維持
されず，Fig 3のような行動の随伴性になっていた。

これらの支援では，一時的にリコーダーに取り組むこ
とができたが，いきなり両手で吹くということが A 児
にとって難しい目標設定であったことで，本人自身にと
って成功体験をもたらす強化が少なかったことがこの行
動が維持されなかった要因と考えた。そこで，A 児に
少しでも成功体験をもってもらうために，左手だけで吹

けるところを吹くことを目標にして，モデリングや言語
教示を行った。また，正しく吹けたらノートに花丸をた
めていき，成功体験を視覚化した。その結果，リコーダ
ーに取り組む行動が維持されるようになった。これを図
示すると Fig 4のようになる。

4−2 B 児に対する行動観察と支援
4−2−1 B 児の概要

B 児は 1年生の男児である。こちらが聞き取れる意味
のある言語はほとんどないが，要求するとき等に「あ
ー」「うー」などの音を発することがあった。また，課
題終了後や手持ち無沙汰な場面では動き回っていること
が多くみられた。毎日決まった課題を順番に行い，特別
支援学級で 4時間目まで過ごしていた。バランスボール
を揺らしてもらうといった身体感覚系の遊びを好んでい
た。また，体育の授業中，体育館の倉庫や舞台に入って
いる行動がよく観察されていた。
4−2−2 B 児支援前の状況

B 児は，体育の授業には通常学級で他の児童とともに
参加していたが，他のクラスメートと一緒に，教員に指
示されることに取り組むことは難しく，体育倉庫に入っ
て跳び箱などに登って遊んだり，舞台の上に上がって降
りてこなかったりということがたびたび見られた。ま
た，舞台の中には大きなマット，倉庫の中には跳び箱と
いった B 児にとって好みの道具が置かれており，それ
に登って遊ぶ行動がたびたび見られていた。以上のこと
から，逸脱行動の結果，楽しく遊べるとともに筆者に追
いかけられることも強化事態となっており，Fig 5のよ
うな行動の随伴性になっていると考えられた。

このような状況は危険であり，このままであると B

児が今後ますます体育の授業に参加しなくなることが考
えられたため，授業参加の前段階として，適切な状況下
で他者と関わって遊ぶという行動を目標に支援を行うこ
ととした。
4−2−3 B 児への支援
先のような危険な行動を減らし，支援者と関わる行動

を増やすために先行条件を次のように変更した。まず，

Fig. 2 A 児の支援前の行動の随伴性

Fig. 3 A 児の支援後の行動の随伴性①

Fig. 4 A 児の支援後の行動の随伴性②

Fig. 5 B 児の支援前の行動の随伴性

３３応用行動分析にもとづく視点から特別支援教育を考える



舞台や倉庫に鍵をかけてもらい，物理的には入れない状
況を作った。そして，マットとバランスボールを体育館
に設置した。そうすると，最初は B 児も舞台や倉庫が
気になる様子であったが，マットでも遊べるので，ほと
んどの時間を体育館で過ごすことができるようになっ
た。マットの上では，筆者と一緒にバランスボールを使
って遊ぶことができるようになった。これを図示すると
Fig. 6のようになる。

4−3 考察
A 児の事例のうち最初の支援ではモデリングや言語

プロンプトによって従事行動は一時的に増加したもの
の，A 児にとって目標が高すぎたため，褒められる機
会も少なく，成功体験が得られにくくなってしまったこ
とが課題であった。A 児は，他にも枠に合わせて文字
の大きさを調節することへの困難さや工作の細かい作業
が苦手といった不器用さが見られていた。そこで手先の
不器用さという点を考慮して，次に行った支援では，左
手だけで吹けるところを吹くことを目標に設定したこと
で，A 児も無理なく取り組むことができるようになり，
成功体験を得られるようになった。このことが，行動が
維持できた要因であると考えられる。また，その行動
は，最初は花丸ノートの導入により維持されていたが，
A 児の「○○吹けた」「ここ吹ける」などの発言から，
本人が行ったことで得られる強化子が行動を維持するた
めに最も有効であったことがわかった。

B 児の事例では，「舞台に登る」「倉庫に入る」という
行動について環境を調整することで「体育館で筆者と一
緒に遊ぶ」という行動に変えることができた。先行条件
において指示が通りやすい環境を設定し，逸脱行動をし
なくても本人が遊べるような状態に整え，適切な状況下
で遊ぶということ，人と関わって遊ぶということを強化
することで，B 児と支援者の両方においてポジティブな
関係性を築くことができた。これは，B 児がもともと支
援者に関わってもらいたい欲求があったことから標的行
動の形成につながったと考える。
発達障害児は就学すると，学習やコミュニケーション

などの面においてさまざまな困難が顕著になってくる。
特別支援教育が進められる中，教師はその対応を求めら
れているが，具体的にどう対応すればよいか，困難を抱
いている場合が多い。また，個別の教育支援計画の作成

が進められているにも関わらず，それが十分生かされ
ず，適切な対応に結びついていないという現状もある。
適切ではない対応では，子どもたち自身が苦しい思いを
することになる。発達障害児への支援においては，障害
種に応じた一般的な対応ではなく，一人ひとりに合った
方法を導入していかなければ効果は得られない。
その一人ひとりに応じた方法として，応用行動分析に

基づくアプローチが発達障害児の行動の理解と支援に有
効であることが先行研究において示されている。本論文
では筆者がボランティア活動で関わった児童に対し，応
用行動分析的支援を試みた事例を紹介した。実際の行動
のデータがないという点で，本当に行動が変化したのか
が，客観的な指標ではなく筆者の主観で論じている点で
制約があることは確かであるが，2つの事例とも応用行
動分析的な介入によって行動が改善されたのは間違いな
い。今回紹介した事例のように，行動分析的視点をもつ
ことで，子どもの行動を見る際に，問題とされる行動を
その子の障害に原因を置かずに考え，なぜその行動が起
こっているのか整理することができ，こちらの支援方法
や環境の整備をすることに重点を置くことができるよう
になるといえる。今後さらに，応用行動分析にもとづく
アプローチによる支援が学校現場で行えるような整備が
必要であるといえる。
以上のことから，応用行動分析にもとづくアプローチ

は発達障害児の支援に積極的に導入していくべきだと考
える。それでは，学校現場に応用行動分析にもとづくア
プローチを導入する上でどのような課題が残されている
のだろうか。
学校現場では，発達障害児の問題行動について多くの

教員が困難を抱えている。しかし，困難を抱えているの
は子どもの方であるということを念頭に置かなければ，
教員による不当な叱責，適切でない対応につながってし
まい，二次的な障害に陥る危険性もある。多くの教員が
発達障害や応用行動分析に関する研修を受けていないと
いう現状があり，今後ますます教員への研修拡充が求め
られる。一方で，道城（2007）は，「行動分析学に基づ
いて運用されていない現在の学校システムにおいても，
少し工夫を加えるだけで十分効果的であるものが多く存
在している」とし，例として，教材などの環境設定や目
標設定，フィードバックや強化子の与え方などを挙げて
いる。重要であるのはそれを何となく用いるのではな
く，応用行動分析にもとづいた視点をもって取り組むこ
とである。しかし，専門的な技法を用いるには教員だけ
では限界がある。教員の研修の充実はもちろんである
が，校内や専門家との連携を図ることが重要であろう。
吉野（2012）は，スクールシャドーという，応用行動分
析学の知識と技術をもった保護者や行動セラピスト，ボ
ランティアなどが，特別に支援を必要とする子どもが通

Fig. 6 B 児の支援後の行動の随伴性
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う園や学校の教室やその他の学習場面に入り，その子ど
もが社会生活を送るのに必要となるスキルをその場で引
き出し，伸ばし，その行動を定着させていく積極的な行
動支援を挙げている。このような外部の介入や行動コン
サルテーションによる専門的なサービスの提供は教員が
応用行動分析にもとづいた視点をもって子どもたちと関
わることを促進すると考える。そのために，学校側は積
極的にこれら外部の支援を受け入れ，専門家はその子に
とってよりよい支援方法を学校と協力して考えていくこ
とが求められる。一方で応用行動分析がなかなか浸透し
ない理由としては，現場の教員の負担感や抵抗感がある
こと，応用行動分析の専門的な用語の難しさ，それを継
続させるためのシステムがないことなどが大きな壁にな
っているためだと考えられる。塩見・戸ヶ崎（2012）によ
ると，機能的アセスメントに基づく支援プログラムの効
果を上げるためには，プログラムの内容が，支援環境の
設備や資源，あるいは支援を実行する者の専門性や技量，
価値観などの文脈適合性の問題を考慮したものになって
いる必要があるという。専門家は教員，指導者の実行で
きる条件に配慮した支援方法を提供する必要がある。専
門家の介入による実践研究が今後さらに求められる。
一方，武藤（2007）は，行動分析学の技術的な側面の

みが社会に浸透していくことにより，その支援そのもの
が子どもの障害に対する評価を固定化させ，ラベリング
させてしまうことを危惧している。確かに，教員にとっ
て効率的に問題を解決することは学級運営にあたって重
要なことである。しかし，行動分析は教員側の都合で
個々の問題行動に対処するだけに用いるのではなく，そ
の問題行動がなくなることにより，児童生徒がよりよく
学校生活を送ることができるのかというところに焦点を
あてなければならない。技法だけではなく，発達障害を
もつ児童生徒本人にとって何が一番必要かを考える視点
が重要である。また，応用行動分析にもとづくアプロー
チは，発達障害児だけでなくすべての子どもたちに対し
て用いられるべきである。同誌で武藤は，行動分析学の
寄与を普通教育にまで拡大することの必要性を論じる中
で，Sugai & Horner（2002）の問題行動の階層的な予防
的アプローチを挙げている。それは，全児童・生徒，全
スタッフ，全場面に対する学校・クラスワイドなシステ
ムの第一次予防的介入，リスクのある行動を示す児童・
生徒に特化されたグループ・システムへの第二次予防的
介入，リスクの高い行動を示す児童・生徒に特化された
個別システムへの第三次予防的介入である。つまり，全
体の場面で対応できる子どもに対しては集団の中で対応
し，そこからあふれると考えられる子どもに対しては，
グループ，個別での支援をしていくという考え方であ
る。今後，グレーゾーンの子どもたちが学級内で対応で
きるような整備，連携が必要である。
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